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1．インドネシアの予防接種の現場から

途上国における予防接種の現場における個人的

な体験から、この論考を始めたい。

1986年から2年間、著者はJICA（当時は国際協

力事業団）の母子保健専門家として、インドネシ

ア北スマトラ州アサハン県で地域保健向上プロ

ジェクトに関与していた。プロジェクト対象地域

では、村人がヘルス・ボランティアとして、母子

保健、家族計画、栄養改善、予防接種、下痢症対

策という5つの目標をもつポシアンドゥ（インド

ネシアの乳幼児健診）に参画していた。

ポシアンドゥの健診の会場は、青空の下。赤

ちゃんたちの泣き声に、ヘルス・ボランティアの

村人たちの声が交じる。まだ、結婚もしていない

若者たちが、一所懸命赤ちゃんをあやしながら体

重を計っている。体重計は天秤棒そのもの。その

となりでは、体重をインドネシアの母子手帳に書

き込んでいるボランティアがいる。体重の減って

いる赤ちゃんに対しては、お母さんへの栄養指導

が行なわれている。定期的にピルをもらっている

女性もいる。赤ちゃんの予防接種だけは、保健所

の職員の仕事である。

また、健診の会場の壁には、予防接種をわかり

やすく説明するために、絵の上手な青年が作った

手描きのポスターが貼られていた。ちょっと見学

しただけでは、だれが保健所の人で、だれがボラ

ンティアの村人で、だれがお母さんなのか、まっ

たく見当がつかない。でも、お母さんと赤ちゃん

は、大騒ぎのなかで、みんなきちんと健診を済ま

せ、相談したいことを話して帰っていく。混沌さ

と、いい加減さと、たくましさがミックスされて、

楽しくにぎやかな健診ができあがっていた（中村

1991）。

予防接種を実施するのは、保健所の職員である
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が、医師や看護師とは限らない。予防接種に特化

した数週間の研修を受けた職員が、接種すること

も少なくなかった。

当時のインドネシアにおいては、世界で展開され

ていたEPI(Expanded Programme on Immunization：

予防接種拡大計画）に忠実に対応する形で、ポシ

アンドゥと保健所を主な接種場所にして予防接種

が全国的に実施されていた。接種率は公式発表で

は60−75％といわれていたが、実際の接種率は

もっと低いものと思われた。

電気がない村や停電の頻繁な町の保健所では、

電気がなくても動くケロシン冷蔵庫が必要であっ

た。保健所の冷蔵庫に保管されているワクチンを

村の健診会場まで運ぶためのコールドボックスが

不足しており、氷水で冷やしながら運搬したこと

もあった。ワクチンの在庫管理を実行できる人材

が不足しており、予防接種の当日になってBCGの

在庫がないことに気づくことも少なくなかった。

また、当時は予防接種後の副反応に関する信頼で

きる調査は皆無であった。現場では、アルコール

不足や注射針の不潔に原因する注射後の潰瘍は珍

しくなかった。

2．予防接種プログラムの発展

天然痘を予防する手段として開発された種痘

は、予防接種の嚆矢である。1798年にエドワー

ド・ジェンナーが、ウシが感染する牛痘の膿を用

いた安全な牛痘法を発表した。発表当時は懐疑的

な意見も少なくなかったが、天然痘の予防に大き

な効果があることが明らかとなり、種痘は世界中

に広まった。ワクチン接種による疾病予防という

方法論は、パスツールの狂犬病、コッホの結核菌

の研究に受け継がれていった（表1）。

第2次世界大戦後には、感染症は撲滅できると

いう論調が主流となり、1958年に世界保健機関

（WHO）総会において世界天然痘根絶計画が承認

された。当時、天然痘により年間2千万人が罹患

し、400万人が死亡していると推計された。天然

痘の常在国において、患者を発見し、その周辺の

人々に種痘を接種するという封じ込め作戦の効果

は大きく、1977年にソマリアでの患者を最後に地

球上から天然痘患者はいなくなった。1980年に

WHOは天然痘の世界根絶宣言を行った。この天

然痘根絶計画の陣頭指揮を執っていたのが、

WHOの蟻田功医師であった。まさに、種痘とい

うワクチンを武器に、感染症との闘いに勝利した

瞬間であった。

なお、日本では、1950年代に世界で初めて日本

脳炎ワクチンを開発した。また、1961年には米国

に先んじて経口生ポリオワクチン（OPV）の一斉

接種によりポリオ流行を制圧した（中野 2013）。

ちょうど天然痘根絶計画がほぼ成功しそうな時

期に、1974年にEPI（拡大予防接種計画）が開始さ

れた。当時は厳しい東西対立の時代であったが、

1978年には旧ソビエト連邦のアルマアタ（現カザ

フスタン共和国アルマティ）において、「すべての

人びとに健康を！」というスローガンのもと、米

ソを含む143か国の政府代表が集まりプライマリ

ヘルスケア（PHC）を採択した。PHCでは、保健

医療サービスは、医師や看護師という専門職から

与えられる一方通行の恩恵的サービスではなく、

サービスを受ける側が主体的に参画すべきものだ

途上国における予防接種制度の現状と課題
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西太平洋地域におけるポリオ根絶宣言

種痘の発表1798
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GAVIアライアンス発足
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予防接種のための国際金融ファシリティ

（IFFIm）
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ミレニアム開発目標（MDGs）2001

表1 予防接種に関連する事項の経緯

世界天然痘根絶計画開始1958

予防接種拡大計画（EPI）開始1974

プライマリヘルスケア（PHC）提唱1978

WHOによる天然痘根絶宣言

狂犬病ワクチン開発1885

1980
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と宣言した。その基本的な8項目の保健医療サー

ビスの一つが、EPIであった（WHO 1978）。

EPIは、世界中の子どもたちを予防可能な感染

症から守るため、基本的なワクチン接種を推進す

ることを目的にWHOとユニセフが中心となり、

世界各国と協働して実施されたプログラムであ

る。当初は、BCG、ポリオワクチン、麻疹ワクチ

ン、三種混合ワクチン（百日咳、ジフテリア、破

傷風）を1歳までの乳児に接種していた。EPIワク

チンの世界全体での接種率は1990年代を通じて

70％以上に到達し、子どもの健康向上に大きな役

割を果たした。

ワクチンを供給するだけでは、予防接種プログ

ラムは回らない。熱帯地域で予防接種を円滑に実

施するためには、ワクチンを冷凍冷蔵する設備と

搬送体制を完備することが必要不可欠である。冷

蔵庫やクーラーボックス、停電時の発電機などに

加えて、搬送のためのバイクや自転車なども必須

である。これを、コールド・チェイン（cold chain）

と呼ぶ。道路や電気網の整備が行き届いていない

途上国の遠隔地に予防接種を普及するためには、

莫大な設備投資を要した事業であった。

また、予防接種プログラムは、保護者が忙しい

仕事を休み、遠方にある保健医療機関に健康な子

どもを連れていくという高い動機を必要とする事

業でもある。単に「予防接種をしましょう」とい

う呼びかけだけでは不十分である。そこで、国や

地域を一つにまとめ一斉キャンペーンを実施する

ことにより、予防接種率を高めるというNID

（National Immunization Day）といった方法を採用

する国もある。たとえば、一斉予防接種キャン

ペーン当日はすべての乳児が、それまでの予防接

種歴にかかわらずポリオの経口接種を受け、まる

で予防接種のお祭りのように盛りあがるイベント

である。

2000年代に入り、ワクチンに関する資金調達メ

カニズムが整備されるにつれ、高額のワクチンが

次々と導入されていった。現在では、乳児は、新

生児期から1歳までの1年間に、BCG、ポリオ、

DPT（三種混合）、B型肝炎、Hib、肺炎球菌、ロタ、

麻疹、風疹という11種類の疾病を予防するワクチ

ンの接種が推奨されている（表2）。予防接種率に

ついては、BCG、ポリオ、DPT（三種混合）、麻疹、

B型肝炎、Hibは途上国においてもほぼ80％に達し

ている（ユニセフ 2015）。しかし、近年に導入さ

れたばかりの肺炎球菌、ロタの予防接種率は低

い。ただ、肺炎球菌、ロタの予防接種は地域によ

る差異が大きく、ラテンアメリカで高く、南アジ

アや東アジアではサブサハラ・アフリカよりも低

いといった特徴がある（表3）。

3．ワクチンに対する資金調達メカニズム

2000年以降に、ミレニアム開発目標（Millennium

Development Goals：MDGs）を達成するために多

額の資金が必要であるという認識から進展してき
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9-12月

BCG B型肝炎 ポリオ DPT乳児の年齢 Hib 肺炎球菌 ロタ 麻疹 風疹

○：ワクチン接種の推奨の時期（国や地域により、多少の前後がみられる）

（出典：ユニセフ Immunization Schedule for Infantsを改変）

表2 乳児に対する推奨ワクチンの一覧（2014年現在）

○○○○○○14週

○○

○○6週

○○○○○○10週

○○○新生児

○○○○



03_海外社会保障研究_特集（中村）_5k.mcd  Page 5 15/11/18 13:33  v5.51

た（稲田 2010）。

2006年に、途上国における予防接種のための資

金調達として「予防接種のための国際金融ファシリ

ティ｣(International Finance Facility for Immunization：

IFFIm）が発足した。英国、フランス、イタリア、

スペインなどが政府開発援助（ODA）を20年間に

わたり拠出すると誓約したことを前提に、その予

算を担保に国際金融市場で債券を発行するという

システムである。日本でも、「ワクチン債」として

個人投資家に高い人気を呼んだ。運用はGAVIア

ライアンスが行い、財務管理は世界銀行が担って

いる。

GAVIアライアンス(TheGlobal Alliance for Vaccines

and Immunization）は、予防接種プログラムを通じ

て、子どもの健康の向上を図る同盟である。先進

国や途上国の政府、国際機関、国際NGO、研究機

関、ワクチン関連企業などが参加している。予防

接種のための資金調達、ワクチンの供給、ワクチ

ン市場の形成、予防接種を支える保健システムの

強化などを行い、1人当たり国民総所得（GNI）が

1,500米ドル未満の国を支援対象としている。

IFFImの資金援助を受けているGAVIプログラ

ムでは、五価ワクチン（百日咳、ジフテリア、破

傷風、Hib、B型肝炎）に2006年から6年間で10億米

ドル以上の資金を投入したという。一方、肺炎球

菌やロタのように、途上国政府が自前の資金で提

供できないような高価なワクチンを提供すること

が持続的な開発援助につながるのかという批判の

声がある。

4．予防接種の健康被害

アメリカ合衆国小児科学会では、「アメリカ合

衆国で認可されたすべてのワクチンは安全であり

効果的であるが、絶対に安全で完璧に効果のある

ワクチンはない」と明言している。予防接種と

は、人工的に精製されたワクチンを接種すること

により、その病気に対する個人および集団の免疫

途上国における予防接種制度の現状と課題
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8490世界全体

BCG DPT ポリオ地域 はしか B型肝炎 Hib ロタ 肺炎球菌

（出典）ユニセフ 『世界子供白書 2015』

BCG：BCGの接種を受けた乳児の割合

DPT：DPTワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

ポリオ：ポリオワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

はしか：はしかワクチン接種を受け生存している乳児の割合

B型肝炎：B型肝炎ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

Hib：ヘモフィルス・インフルエンザb型菌ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

ロタ：ロタウイルスワクチン接種を推奨通り最後まで受け生存している乳児の割合

肺炎球菌：肺炎球菌結合型（PCV）ワクチン接種を3回受け生存している乳児の割合

CEE/CIS：ロシア、東欧、中央アジア、トルコなど22カ国が含まれる

後発開発途上国：Least Developed Country（LDC）といい、国際連合の定義に基づく

表3 完全に予防接種を受けた割合（％）

CEE/CIS

3114808079808084後発開発途上国

251452818484

73898992898994ラテンアメリカ

281717196959597

7175737588南アジア

02179395959397東アジア・太平洋諸国

71

767482サブサハラ・アフリカ

2532579189919094中東・北アフリカ

8037

3515727574
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力を高めるという目的を持っている。予防接種に

は疾病の予防という大きな利点とともに、その効

果の限界性や種々の副反応も伴っている。従っ

て、個人や集団に対する自然感染の危険性とワク

チンの効果や安全性を比較して、ワクチン接種の

効果が大きいと判断されたときに予防接種が施行

されるべきである。

ワクチンの事故に関しては、ワクチン製造過程

における品質管理の不十分さや異物の混入、ずさ

んな保管体制や接種時の汚染などによる事故、ワ

クチンの取り違えや接種量の間違いなど接種者の

不注意による事故に大別される。これらは、途上

国ではこのような事故は少なくないと思われる

が、表面化するのは一部ではないかと推察される。

ワクチンの副反応については、一般的にいっ

て、注射部位の腫脹など物理的に避けられない局

所反応、不活化ワクチンによる発熱、生ワクチン

による発熱や発疹などの副作用は一時的でありほ

とんどは自然に回復する。ワクチンによる神経障

害や脳障害、ワクチンの野生化などによる感染と

いった重篤な副反応は非常にまれではあるが、後

遺症を残したり死亡に至ったりする場合もある。

日本においては、予防接種による重篤な障害に

対して予防接種健康被害救済制度が設けられてお

り、専門家による認定と被害者に対する給付が行

われている。ただ、予防接種後に生じた臨床症状

がワクチンによるものであるかどうかという因果

関係を医学的に証明するのは困難であり、被害者

救済の意味から弾力的に運用されている。

日本では「予防接種と子どもの健康」という冊

子で、保護者はワクチン接種を受ける前に予防接

種が惹起する副反応の詳細について知ることがで

きる。しかし、途上国ではほとんど副反応に関す

る説明は行われていないまま、ワクチン接種が実

施されている。どれほど優秀なワクチンにおいて

も、被害を生じることは避けられない。多くの国

では、救済制度がないわけではないが、実効性の

ある制度を運用している国は非常に少数である。

WHOがワクチン戦略を実施するにあたって主

な対象とするのは、低―中所得国である（岡部信

彦 2009）。今後は、予防接種に関する国際協力

において、ワクチンを提供するだけでなく、「予防

接種と子どもの健康」のような説明文書を途上国

の文化と文脈に沿った形で保護者に提供するよう

な協力が求められている。すでに、予防接種リ

サーチセンターでは、英語、韓国語、中国語、ポ

ルトガル語、タガログ語の5言語で在住外国人の

保護者のために提供しているので、海外で説明文

書を作成する際にも参考になるであろう。また、

予防接種の副反応に対処するなかで整備されてき

た日本の予防接種健康被害救済制度について国際

的に発信していくことは、今後、予防接種の健康

被害が明るみになると予想される多くの途上国の

良識ある保健医療関係者や市民社会にとって、非

常に役立つに違いない。
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